
別紙３ 

 

草地生産性向上対策のうちリスク分散型草地改良推進の 

事業細目及び具体的な手続等について 

 

畜産生産力・生産体制強化対策事業実施要領（平成 31年４月１日付け 30生畜第 1874号

生産局長通知）の本文（以下「実施要領」という。）第２の３の（１）の生産局長が別に

定める各事業の細目及び具体的な手続等については、次のとおりとする。 

 

第１ 定義 

   本事業において、次の１から５までに掲げる用語の定義は、当該１から５までに定

めるところによる。 

１ 高収量作物 トウモロコシ及びソルガム（グラスタイプを除く。）をいう。 

２ 高位生産草地等 高品質かつ高収量な生産性の高い草地又は高収量作物作付地をい

う。 

３ リスク分散型草地改良 牧草等の草種又は品種の転換、技術の導入等により、不安

定な気象に対応して安定的な高収量生産の確保につながる高位生産草地等へ転換を行

うことをいう。 

４ 調査分析 リスク分散型草地改良に当たって必要な土壌分析、飼料分析、堆肥分

析、土壌硬度測定及び概況調査をいう。 

５ 事業参加者 事業実施主体を構成する個々の農家等をいう。 

 

第２ 事業の内容 

 １ 実施要綱第２の３の（１）に定める本事業は、第３に定める事業実施主体がリスク

分散型草地改良のために行う次に掲げる取組に要する経費に対し助成を行うものとす

る。 

（１）収穫適期の異なる草種（又は品種）を組み合わせた作付け体系の導入の取組 

（２）現状よりも多回刈りが可能な草種への転換の取組 

（３）耐倒伏性の優れた品種への転換の取組 

（４）初冬季播種（フロストシーディング）の取組 

（５）サブソイラ等による耕盤層の破砕によりほ場の排水性を改善する取組 

（６）麦類同伴播種等により牧草の初期生育段階の土壌流亡等を回避する取組 

 （７）その他不安定な気象に対応したリスク分散の効果が期待できる取組として地方農

政局長（北海道にあっては北海道農政事務所長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合

事務局長。以下同じ。）が認める草地改良の取組 

 ２ 本事業の対象とする草地は、次の①及び②の要件をいずれも満たすものとする。 

① 農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44年法律第 58号）第８条第２項第１号

に規定する農業振興地域の農用地区域内にあること 



② 裸地化、強害雑草の混入又は病害虫の発生の部分の面積が当該草地のうち３割以

上を占める生産性の低い草地であること 

 ３ 実施要綱第２の３の（１）の①の調査分析（以下「調査分析」という。）及び技術

普及の取組（以下「技術普及」という。）並びに実施要綱第２の３の（１）の②のリ

スク分散型草地改良の取組は、２年以内で行うものとする。 

 ４ 調査分析のうち、土壌分析、飼料分析及び堆肥分析については、公的機関等（公的

機関又はこれに準ずると地方農政局長が認める機関）により実施されることとする。

なお、本事業によらずとも、既に公的機関等が分析した結果を有している場合は、こ

の分析結果に基づきリスク分散型草地改良を行うことができるものとする。また、調

査分析方法の詳細については、別添の草地生産性向上対策事業のうちリスク分散型草

地改良推進調査分析実施方法によるものとする。 

 ５ リスク分散型草地改良における高位生産草地等への転換は、土壌分析や堆肥分析に

基づく適正な肥料及び土壌改良資材の投入、耕起、砕土、整地、除草、優良品種の導

入等の施工により行うものとする。施工法は、完全更新法を基本とするが、転換する

ほ場の条件を勘案した結果、地方農政局長が認める場合には、簡易草地更新法（作

溝、播種、施肥、鎮圧等を一工程で行う工法を含む。）や不耕起播種法によることも

できるものとする。 

 ６ 事業実施主体は、技術普及のため、リスク分散型草地改良の技術導入等による効果

を地域に普及させる取組として、次のいずれか 1つ以上を行うこととする。 

（１）看板設置によるほ場展示 

（２）事例発表や意見交換のための会議や飼料生産組織等への現地研修会等の開催 

（３）取組事例等を掲載したパンフレット・マニュアル等の配布 

（４）ホームページや機関紙等への掲載による取組事例等の周知 

（５）その他技術普及に資するものとして地方農政局長が適当と認める取組 

 ７ 本事業で利用することのできる牧草等の優良品種の種子は、飼料作物優良品種種子

利用促進要領（昭和 50年４月 21日付け 50畜Ｂ第 233号畜産局長通知）第１の１に

おいて都道府県知事が指定する奨励品種であって、品質の証明を受けたもの（以下

「奨励品種」という。）又は都道府県試験場等の公的機関が奨励品種と同等の品質で

ある旨を証明した品種に限るものとする。 

 ８ 第３に定める民間団体が管理運営する公共牧場については、当該民間団体が本事業

による高位生産草地等への転換の実施者となる場合は、当該草地を本事業の対象草地

とすることができる。この場合において、当該公共牧場の利用者数が３戸以上あるとき

は、第４の１及び２の要件を満たすものとみなす。 

 

第３ 事業実施主体 

  本事業の実施主体は、次に掲げる民間団体とする。 

 １ 農業協同組合連合会 

 ２ 農業協同組合 



 ３ 公社（地方公共団体が出資しているもの） 

  ４ 農事組合法人（農業協同組合法（昭和 22年法律第 132号）に定める農事組合法人を

いう。以下同じ。） 

 ５ 農事組合法人以外の農地所有適格法人（農地法（昭和 27年法律第 229号）第２条第

３項に規定する法人をいう。） 

 ６ 特定農業団体（農業経営基盤強化促進法（昭和 55年法律第 65号）第 23条第４項に

規定する団体をいう。） 

 ７ その他農業者の組織する団体（代表者の定めがあり、かつ、組織及び運営についての

規約の定めがある団体とする。） 

 ８ その他地方農政局長が特に認める以下の団体 

（１）民間企業 

（２）企業組合 

（３）特定非営利活動法人 

（４）協議会等（代表者が定められており、かつ、組織及び運営についての規程があり、

また、事業実施及び会計手続を適正に行うことができる体制を有しているものに限

る。） 

 

第４ 事業の要件 

 事業の要件は、次に掲げるとおりとする。 

１ 事業参加者数が３戸以上であること。 

２  事業参加者の高位生産草地等への転換面積が、おおむね 0.5ha（北海道にあっては１

ha）以上であること。 

３ 合計転換面積が、おおむね５ha（北海道にあっては 10ha）以上であること。 

 

第５ 事業の成果目標及び目標年度 

  事業実施主体は、実施要綱第５の成果目標として、高位生産草地等への転換対象草地に

おける単位面積当たりの収量増加率を目標の指標とし、25％増以上の目標値を設定する

ものとし、目標年度として、事業完了後３年以内の年度を設定するものとする。 

 

第６ 事業実施の手続等 

１ 事業実施主体の募集は、生産局長が別に定める公募要領により行うものとする。 
２ 事業の優先配分 

本事業の実施に際しては、以下の（１）及び（２）の取組を行う事業実施主体に対

し、予算の優先配分を行うことができるものとする。 

（１）大学に所属し草地改良に専門的な知見を有する専門家（以下「大学教授等」とい

う。）から助言を得る 

（２）第２の６に規定する技術普及に関する取組を２つ以上実施する 

３ リスク分散型草地改良計画の作成等 



（１）事業実施主体は、あらかじめ関係市町村及び都道府県等関係機関との連携を図

り、実施要綱第３の１に基づき、別記様式１号に別紙３様式１－１号から１－５号

を添付することによりリスク分散型草地改良計画（以下「改良計画」という。）を

作成し、地方農政局長に提出し、その承認を受けるものとする。また、地方農政局

長は、別紙３様式５号により改良計画の承認報告書を生産局長に提出するものとす

る。 

（２）草地の造成や整備に係る補助事業を過去に実施した草地については、「草地開発

事業等の受益地の転用に伴う補助金の返還措置要領の制定等について」（昭和 49年

５月 10日付け 49畜Ｂ第 604号農林省畜産局長及び農林省構造改善局長通知）の規

定に準じ、事業の完了した年度の翌年度以降８年を経過しなければ、本事業を実施

することができないものとする。 

また、本事業により高位生産草地等へ転換を実施した草地又はその他の補助事業

により再生改良若しくは造成や整備以外の生産性の向上する対策を行った草地につ

いては、事業実施後５年を経過しなければ、本事業を実施することができないもの

とする。ただし、適切な管理がなされていたにもかかわらず、気象条件等により草

地が劣化したため事業を実施する必要があり、かつ、当初の目的を達成するために

必要と地方農政局長が認める場合は、この限りではない。 

（３）２年間にわたって高位生産草地等への転換を行う場合は、事業実施主体は、各年

度、（１）により改良計画を作成するほか、初年度に別記様式１号に準じた様式に

より２か年の改良計画を作成し、地方農政局長に提出し、その承認を受けるものと

する。また、地方農政局長は、別紙３様式５号に準じた様式により２か年の改良計

画の承認報告書を生産局長に提出するものとする。 

４ 事業の着手 

（１）事業の着手は、原則として、補助金交付決定後に行うものとする。 

   ただし、地域の実情において事業の効果的な実施を図る上で緊急かつやむを得な

い事情がある場合にあっては、事業の内容が明確となり、かつ、補助金の交付が確

実となったときに限り、事業実施主体は、交付決定前であっても着手することがで

きる。この場合においては、事業実施主体は、交付決定までのあらゆる損失等は自

らの責任とすることを了知の上で行うものとする。 

（２）（１）のただし書により交付決定前に着手する場合については、事業実施主体

は、あらかじめ地方農政局長の適正な指導を受けた上で、交付決定前着手届（以下

「着手届」という。）を別紙３様式第８号により、地方農政局長に提出するものと

する。 

（３）地方農政局長は、事業実施主体の（１）のただし書による着手については、事前

にその理由等を十分に検討して、交付決定前に着手する範囲を必要最小限にとどめ

るよう指導するほか、着手後においても、必要な指導を十分に行うことにより、当

該事業が適正に行われるようにするものとする。 

（４）事業実施主体は、交付決定前に着手した場合には、補助金交付申請書に着手年月



日及び着手届の文書番号を記載するものとする。 

５ 気象条件等により劣化した草地に係る事業の実施 

   第６の３の（２）のただし書により気象条件等により劣化した草地に係る事業を実

施する場合には、事業実施主体は、改良計画にその理由を記述し、実施要綱第３の１

に基づき、地方農政局長に提出し協議するものとする。 

 ６ 事業実施主体は、本事業により高位生産草地等への転換が行われた草地等につい

て、事業実施後５年以上適切な管理利用に努めるものとする。また、高収量作物の作

付けによる高位生産草地等への転換を行う場合は、事業実施後５年を経過するまでの

間、毎年度、本事業で行ったのと同等以上の面積のほ場に対して高収量作物を作付け

るよう努めるものとする。 

 

第７ 事業実施状況の報告 

事業実施主体は、実施要領第４の事業実施状況について、高位生産草地への転換（２

年で事業を行う場合を含む。）を行う場合にあっては事業終了年度の翌年度の１月末ま

でに、高収量作物への転換（２年で事業を行う場合を含む。）を行う場合にあっては事

業終了年度の１月末までに、別記様式３号に別紙３様式７－１号及び７－２号を添付す

ることにより、地方農政局長に報告するものとする。 

 

第８ 事業の評価 

事業実施主体は、実施要領第５に定めるところにより、自ら事業評価を行い、その結

果を目標年度の翌年度の９月末までに、別記様式４号に別紙３様式９号の成果報告書を

添付することで、地方農政局長に報告するものとする。この場合において、成果報告書

には、目標年度までの気象の状況、事業の実施によるリスク分散の成果等を記載し報告

するものとする。 

 

第９ 助成の対象 

 別紙３の第２の事業内容の助成の対象は、本事業の内容に直接必要な次に掲げる経費

であって、本事業の対象として明確に区分でき、かつ、証拠書類によって金額等が確認

できるもののみとする。 

 

助成対象 補足 

 １ 調査分析に要する次の

経費及び技術普及に要す

る経費 

 （１）土壌分析 

 （２）飼料分析 

 （３）堆肥分析 

（４）土壌硬度測定 

１ （１）から（３）までの分析に要する経費については

、試料採取及び送付に要する経費を含めるものとする。 

２ （４）の土壌硬度測定に要する経費については、測定

に必要な器具の借上費を含めるものとする。 

３ （５）の概況調査に要する経費については、当該取組

に直接必要な、調査のための「賃金」、「委員旅費」及

び「謝金」を助成の対象とする。 



 （５）概況調査 ４ 技術普及に要する経費については、当該取組に直接必

要な「備品費」、「データ収集・処理・分析費」、「講

師旅費」、「謝金」、「原稿料」、「会場借料」、「賃

金」、「印刷製本費」、「通信運搬費」及び「消耗品費

」を助成の対象とする。 

 ２ リスク分散型草地改良

に要する経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 本事業で用いる堆肥については、事業参加者が生産し

たもののほか、その近隣農家が生産したものも使用する

ことができるものとする。ただし、自己所有又は無償で

譲り受けたものの場合には、投入に要する経費に限り助

成対象とし、当該堆肥に係る資材費は助成対象としない

ものとする。なお、投入に要する経費の額については、

農業者団体等が、作業日誌又は写真等で作業を確認でき

る体制の下で、高位生産草地等への転換に係る工程、歩

掛及び近傍の施工費等を参考に設定するものとする。ま

た、本事業に利用可能な堆肥は、有償・無償にかかわら

ず、次の要件を満たすものに限ることとする。 

 （１）公的機関等で事前に分析されたものであること。 

 （２）雑草種子の混入を防止する観点から、適正に発酵

処理されたものであること。 

２ 同一の事業参加者が複数のほ場で事業を実施し、施工

単価が補助の上限（10a当たり17千円）を上回るほ場と上

限以下のほ場の両方が存在する場合には、ほ場ごとに補

助対象経費を確定するものとする。 

  



第 10 他の施策等との関連 

 １ 環境と調和のとれた農業生産活動規範 

   実施要綱第９の２の環境と調和のとれた農業生産活動の点検について、事業実施主

体は改良計画の提出に際し、すべての事業参加者から別紙３様式２－１号及び２－２

号の点検シートを徴収・保管するものとし、地方農政局長が求めた場合はこれを提出

するものとする。 

２ 配合飼料価格安定制度の安定的な運営を確保するための措置 

   実施要綱第９の３の配合飼料価格安定制度への継続加入等の確認について、事業実

施主体は改良計画の提出に際し、事業参加者のうち配合飼料を購入している者又は団

体から徴収した別紙３様式３－１号に基づき別紙３様式３－２号を作成・保管するも

のとし、地方農政局長が求めた場合はこれを提出するものとする。 

  



別紙３様式１－１号  

リスク分散型草地改良を行う地区の概要 

 

平成○○年度（西暦○○年度）草地生産性向上対策  
リスク分散型草地改良計画（変更） 

 

  １ 地区概要 

地 区 名 
 

 

事業実施主体 

名称 

 

 

 

住  所 
〒 

TEL（  ）  －       FAX（  ）  －     

申 請 者 

（代表者名） 

 

 

事業参加者数 

 

戸 

《      》 

 

総転換面積 

 

 

ha 

《      》 

総 事 業 費 

 

円 

《      》 

 

 

うち補助金 

 

 

 

円 

《      》 

 

注１：実施計画を変更する場合は、変更前を括弧書きで上段に、変更後を下段に二段併記すること

（以下同じ）。 

注２：当該年度に施工が完了する地区及び分割施工地区の１年目の経費については上段に記載する

こと（以下同じ）。 

注３：《 》内は、分割施工により翌年度に要する経費について外数で記載すること（以下同じ）。 

注４：総事業費及び補助金は、調査分析に要する経費を含めて記載すること。 

 

  ２ リスク分散型草地改良の実施方針 

 

注：不安定な気象に対応したリスク分散型草地改良としてどのような取組を行うかを具体的に記載

すること（例：チモシー草地のうち一部をオーチャードグラスへ転換し収穫適期を拡大、フロ

ストシーディングによる播種で春の干ばつによる初期生育不良のリスクを回避 等）。  



 ３ 事業参加者概要 

 

No. 

 

 

 

氏 名 

 

 

 

営農 

形態 

 

 

転換面積 

(ha) 

 

 

事業費 

(円) 

 

 

補助金 

(円) 

 

調査分析 リスク分散型草地改良  

備考 数量 

(点) 

事業費 

(円) 

補助金 

(円) 

転換 

内容 

リスク分

散の取組

内容 

事業費 

(円) 

補助金 

(円) 

補助単価 

(円/ha) 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：「No.」及び「氏名」欄において、事業参加者が複数のほ場で転換を行う場合は、ほ場ごとに枝番号で記載すること。また、別紙３様式１－３号、１－４

号、１－５号の「No.」及び「氏名」欄には、この事業参加者概要に記入した内容と同一のものを記入すること。 

注２：「営農形態」欄には、構成員の営農形態について、酪農・肉用牛（繁殖・肥育）・複合・その他の別を記入すること。 

注３：「調査分析」の「数量」欄には、土壌分析、飼料分析、堆肥分析、土壌硬度測定、概況調査の合計点数を記入すること。 

注４：「リスク分散型草地改良」の「転換内容」欄には、生産性の低い草地を生産性の高い草地へ転換する場合は高位生産草地、高収量作物へ転換する場合は

高収量作物と記入すること。 

注５：「リスク分散型草地改良」の「リスク分散の取組内容」の欄には、第２の１の取組内容に基づき、①収穫適期の異なる草種（品種）導入、②多回刈り草種

への転換、③耐倒伏性品種、④フロストシーディング、⑤耕盤層破砕、⑥麦類同伴播種、⑦その他の別を記入すること。 

注６：「リスク分散型草地改良」のうち、「補助金単価」について上限金額の例外を適用する場合は、事業参加者ごとにその理由書（自然災害による土壌流出

などやむを得ない理由が分かる写真等を含む）を添付すること。 

注７：２ヶ年で施工するほ場については「備考」欄にその旨を記載すること。 



別紙３様式１－２号  

 

調査分析及びリスク分散型草地改良等の全体概要 

 

１ 調査分析 

区 分 

 

数  量 

（点） 

事 業 費 

（円） 

負 担 区 分（円） 

補 助 金 そ の 他 

土壌分析 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

飼料分析 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

堆肥分析 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

土壌硬度測定 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

概況調査 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

合  計  

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

 

 ２ 技術普及 

区 分 

 

主な取組内容 

 

事 業 費 

（円） 

負 担 区 分（円） 

補 助 金 そ の 他 

ほ場展示器具 

 

 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

会議・研修会 
 

 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

普及資料作成 

 

 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

その他 

 

 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

合  計 

 

 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

注：以下の技術普及の取組のうち、アの取組を行う場合は「ほ場展示器具」欄に、イの取組を行う場合

は「会議・研修会」欄に、ウ・エのいずれかの取組を行う場合は「普及資料作成」欄に、その他の

取組を行う場合は「その他」欄にそれぞれ内容や費用を記入すること。 

ア：看板設置によるほ場展示 

イ：事例発表や意見交換のための会議や飼料生産組織等への現地研修会等の開催 

ウ：取組事例等を掲載したパンフレット・マニュアル等の配布 

エ：ホームページや機関紙等への掲載による取組事例等の周知 

注：大学の関与の取組を行う場合は、それぞれ関連する区分又は「その他」の欄に記入すること。 



 

 ３ リスク分散型草地改良 

 

 

区 分 

 

 

 

面  積 

(ha) 

 

 

事 業 費 

（円） 

 

負 担 区 分(円) 

 

補 助 金 

 

そ の 他 

 

① 高位生産草地 

 

 

 

《     》 

 

 

《     》 

 

 

《     》 

 

 

《     》 

 

② 高収量作物 

 

 

 

《     》 

 

 

《     》 

 

 

《     》 

 

 

《     》 

 

合  計 

 

 

 

 

《     》 

 

 

 

《     》 

 

 

 

《     》 

 

 

 

《     》 

 

 注：生産性の低い草地を生産性の高い草地へ転換する場合は①に、高収量作物へ転換する場合は②に、それ

ぞれ分けて記入すること。 
 

 ４ その他協議が必要な事項 

 （１）公的機関に準ずる機関 

 

（注） 

  第２の４に基づき、公的機関に準ずる機関による調査分析結果を本事業の調

査分析結果とする場合は、その機関が公的機関に準ずることを証明するため、

機関の代表者及び住所等を記述し、機関の概要や実績等が分かる書類を添付す

ること。 

 

 

（２）大学の関与 

 
（注） 

第６の２に基づき、大学教授等からの助言を得て事業を実施する場合は、大

学教授等名、連絡先、住所、大学教授等の主な研究内容を記述し、その研究概

要が分かる書類を添付すること。 
 

 

  



 （３）その他留意事項 

 

（注） 

 草地転換実施前の分析を行わない場合や、土壌改良に必要な土壌改良資材等

を数年に分割して施用する場合は、その理由及び計画を記述すること。 

 前事業から必要な年数が経過していないにもかかわらず、第６の３の（２）

に基づき、本事業の実施が必要な場合は、その理由を記述すること。 

 

 

 ５ その他必要な書類等 

事業参加者ごとの以下の書類等を添付すること。 
（１）計画（変更）承認申請の場合 

   ①農家の位置図 

   ②転換地の計画平面図 

   ③事業実施前の生産性の低下した草地の状況が分かる写真等 

   ④農業生産活動点検シート（別紙３様式２－１号及び２－２号） 
⑤基金継続を証明する書類（別紙３様式３－１号及び３－２号） 

  ※ ④、⑤は地方農政局長の求めに応じて提出すること。 
 （２）（変更）交付申請の場合 
  （１）のうち、変更があったもの 
 （３）実績報告の場合 

①（１）又は（２）のうち、変更があったもの 
②事業費集計表（別紙３様式４－１号） 

③出来高設計書（別紙３様式４－２号） 

④支出証憑書類（支払経費ごとの内訳を記載した一覧表）（別紙３様式４－３号） 

⑤完了写真 

⑥委託契約書（交付申請時にその委託契約書の案を添付した場合は、委託契約書の写

しを添付する） 
  ※ その他農政局長等の求めに応じ、根拠書類を添付すること。  

※ 完了写真については、フロストシーディング施工の場合は、播種直後の写真を添付すること。また、

サブソイラ等の施工による耕盤層の破砕の場合は、施工中の農業機械が確認できる写真もあわせて添

付すること。



別紙３様式１－３号 調査分析の詳細 

 

１ 転換前 
 

 

通 

し 

No. 

 

 

No. 

 

 

 

 

氏 名 

 

 

 

 

数量 

(点) 

 

 

 

事業費 

(円) 

 

 

 

補助金 

(円) 

 

 

左の積算基礎 

土壌分析 飼料分析 堆肥分析 土壌硬度測定 概況調査 

単価 

(円) 

数量 

(点) 

事業費 

(円) 

補助金 

(円) 

単価 

(円) 

数量 

(点) 

事業費 

(円) 

補助金 

(円) 

単価 

(円) 

数量 

(点) 

事業費 

(円) 

補助金 

(円) 

単価 

(円) 

数量 

(点) 

事業費 

(円) 

補助金 

(円) 

単価 

(円) 

数量 

(点) 

事業費 

(円) 

補助金 

(円) 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

合  計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

２ 転換後 

 

 
通 
し 
No. 

 

 
No. 
 

 

 

 

氏 名 

 

 

 

 
数量 
(点) 

 

 

 
事業費 
(円) 

 

 

 
補助金 
(円) 

 

 
左の積算基礎 

土壌分析 飼料分析 土壌硬度測定 概況調査 
単価 
(円) 

数量 
(点) 

事業費 
(円) 

補助金 
(円) 

単価 
(円) 

数量 
(点) 

事業費 
(円) 

補助金 
(円) 

単価 
(円) 

数量 
(点) 

事業費 
(円) 

補助金 
(円) 

単価 
(円) 

数量 
(点) 

事業費 
(円) 

補助金 
(円) 

 

１ 

 

 

 

 

 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 

 

２ 

 

 

 

 

 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 

 

 

 

 

 

 

 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 

 

合  計 

 

 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 
 

《 》 

 注１：１、２ともに、実施予定のない参加者の分については省略しても良い。 

注２：１、２ともに、「No.」及び「氏名」欄には、別紙３様式１－１号の「３ 事業参加者概要」に記入した内容と同一のものを記入すること。 

 



別紙３様式１－４号 転換の詳細 

 

１ 転換ほ場の状況、転換費用の積算 
 

 

通 

し 

No. 

 

 

No. 

 

 

 

 

氏 名 

 

 

 

単収(kg/10a) 

 

裸地化・強害雑草混入等面積の割合(％) 

 

 

転換 

面積 

(ha) 

 

転換 

内容 

（施工法） 

 

 

事業費 

(円) 

 

 

 

補助金 

(円) 

 

 

左の積算基礎(円) 

 

転換前 

 

 

転換後 

(目標) 

 

増加率 

（％） 

 

裸地化 

 

 

強害 

雑草 

 

病害虫 

他 

 

合計 

 

 

施工費 

 

 

種子費 

 

 

肥料費 

 

 

土改材費 

 

 

その他 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《  》 

 

      

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《  》 

 

      

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《  》 

 

      

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

                小   計 （高位生産草地） 

 

 

《  》 

高位生産草地       

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

                小   計 （高収量作物） 

 

 

《  》 

高収量作物       

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

                 合   計 

 

 

《  》 

 

      

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

 

《   》 

注１：麦類同伴播種に取り組む場合、「左の積算基礎」において麦類の種子費は「その他」欄に記入すること。 

注２：「No.」及び「氏名」欄には、別紙３様式１－１号の「３ 事業参加者概要」に記入した内容と同一のものを記入すること。 

注３：「転換内容」欄には高位生産草地、高収量作物の別を記入するとともに、採用する施工法について完全更新法、簡易更新法、不耕起播種法等の別をカッコ書

きで併記すること。 

 

２ 転換に係る資材等 
通 

し 

No 

 

No. 

 

 

氏 名 

 

転換 

面積 

(ha) 

転換 

内容 

高収量作物 

の内容 

リスク分散の取

組内容 

資材の詳細 

 

種子 

 

肥料 

 

土改材 

 

その他 

１           

２           

３           

           

           

注１：「高収量作物の内容」欄には、高収量作物への転換を行う場合に、トウモロコシ又はソルガムと記入すること。 
注２：「リスク分散の取組内容」の欄には、第２の１の取組内容に基づき、①収穫適期の異なる草種（品種）導入、②多回刈り草種への転換、③耐倒伏性品種、④

フロストシーディング、⑤耕盤層破砕、⑥麦類同伴播種、⑦その他の別を記入すること。 
注３：「資材の詳細」の「種子」欄には、草種（品種）及び 10a 当たりの播種量等を記入すること。 
注４：「資材の詳細」の「肥料」、「土改材」及び「その他」欄には、種類及び 10a 当たりの使用量等を記入すること。

注５：麦類同伴播種に取り組む場合、「資材の詳細」において麦類の種子の詳細は「その他」欄に記入すること。 

注６：「No.」及び「氏名」欄には、別紙３様式１－１号の「３ 事業参加者概要」に記入した内容と同一のものを記入すること。 



別紙３様式１－５号 リスク分散の取組詳細 

１ 総括表 

（１）草地→高位生産草地 

リスク分散の取組内容 転換面積（ha） 事業費（円） 補助金（円） 

   

《     》 

 

《     》 

   

《     》 

 

《     》 

   

《     》 

 

《     》 

   

《     》 

 

《     》 

 

（２）草地→高収量作物 

リスク分散の取組内容 転換面積（ha） 事業費（円） 補助金（円） 

   

《     》 

 

《     》 

   

《     》 

 

《     》 

   

《     》 

 

《     》 

   

《     》 

 

《     》 

 

注：「リスク分散の取組内容」の欄には、第２の１の取組内容に基づき、①収穫適期の異なる草種（品種）導入、②多回刈り草種への転換、

③耐倒伏性品種、④フロストシーディング、⑤耕盤層破砕、⑥麦類同伴播種、⑦その他の別を記入し、その他については具体的な取組

内容を記入すること。（以下同じ。） 

  



２ 収穫適期の異なる草種（品種）を組合わせた作付体系の導入 

（１）草地→高位生産草地 

通

し 

No. 

 

 

No. 

 

 

氏 名 

 

 

転換面積 

(ha) 

転換前 転換後 リスク分散の 

取組の範囲 

草種（品種）

の選択理由 

転換前の経営内に

おける飼料作物作

付面積（ha） 

草種 

(品種) 

収穫 

適期 

作物種 

（品種） 

収穫 

適期 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

合  計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：「リスク分散の取組の範囲」の欄には収穫適期の拡大に取組む事業参加者、ほ場の範囲について、①事業参加者個人の転換ほ場、②

事業参加者全体（又は一部）の転換ほ場、③事業参加者個人の経営内ほ場、④事業参加者全体（又は一）の経営内ほ場の別を記入する

こととし、③、④の場合は、本事業による草種（品種）転換が、収穫適期の拡大に資することを確認するために必要な資料（事業参加

者の経営内ほ場の作付草種（品種）、収穫適期等）を添付すること。 

注２：「草種（品種）の選択理由」の欄には、注１の①及び②の取組範囲を選択し、かつ転換後の牧草の収穫適期が転換前と同じ品種を選

択した場合において、導入する草種（品種）を選択した背景、導入の効果（高収量、強い耐病性をもつ等）について記入すること。 

注３：「転換前の経営内における飼料作物作付面積」欄には、事業参加者ごとに経営内の飼料作物作付面積の現状を「草地：○○ha、デン

トコーン：○○ha、…」のように作物種別に記載すること。 

注４：「No.」及び「氏名」欄には、別紙３様式１－１号の「３ 事業参加者概要」に記入した内容と同一のものを記入すること。 

  



（２）草地→高収量作物 

通

し 

No. 

 

 

No. 

 

 

氏 名 

 

 

転換面積 

(ha) 

転換前 転換後 リスク分散の 

取組の範囲 

高収量作物の 

品種選択理由 

転換前の経営内に

おける飼料作物作

付面積（ha） 

草種 

(品種) 

収穫 

適期 

作物種 

（品種） 

収穫 

適期 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

合  計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：「リスク分散の取組の範囲」の欄には収穫適期の拡大に取組む事業参加者、ほ場の範囲について、①事業参加者個人の転換ほ場、②

事業参加者全体（又は一部）の転換ほ場、③事業参加者個人の経営内ほ場、④事業参加者全体（又は一部）の経営内ほ場の別を記入す

ることとし、③、④の場合は、本事業による高収量作物への転換が、収穫適期の拡大に資することを確認するために必要な資料（事業

参加者の経営内ほ場の作付作物種（品種）、収穫適期等）を添付すること。 

注２：「高収量作物の品種選択理由」の欄には、導入する高収量作物の種類（品種）を選択した背景、導入の効果等について記入すること。 

注３：「転換前の経営内における飼料作物作付面積」欄には、事業参加者ごとに経営内の飼料作物作付面積の現状を「草地：○○ha、デン

トコーン：○○ha、…」のように作物種別に記載すること。 

注４：「No.」及び「氏名」欄には、別紙３様式１－１号の「３ 事業参加者概要」に記入した内容と同一のものを記入すること。 

 

  



３ 多回刈りが可能な草種への転換 

通

し 

No. 

 

No. 

 

氏 名 

 

転換面積 

(ha) 

転換前 転換後 転換前の経営内に 

おける飼料作物 

作付面積（ha） 
草種 

（品種） 

収穫時期 

（回数） 

草種 

（品種） 

収穫時期 

（回数） 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：「転換前の経営内における飼料作物作付面積」欄には、事業参加者ごとに経営内の飼料作物作付面積の現状を「草地：○○ha、デン

トコーン：○○ha、…」のように作物種別に記載すること。 

注２：「No.」及び「氏名」欄には、別紙３様式１－１号の「３ 事業参加者概要」に記入した内容と同一のものを記入すること。 

 

  



４ 耐倒伏性品種への転換 

（１）草地→高位生産草地 

通

し 

No. 

 

No. 

 

氏 名 

 

転換面積 

(ha) 

転換前 転換後  

耐倒伏性の 

確認根拠 

転換前の経営内に 

おける飼料作物 

作付面積（ha） 
草種 

（品種） 

草種 

（品種） 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計 

 

     

 

注１：「耐倒伏性の確認根拠」の欄には、○○による試験結果等の情報を記入するとともに、根拠の詳細資料を添付すること。 

注２：「転換前の経営内における飼料作物作付面積」欄には、事業参加者ごとに経営内の飼料作物作付面積の現状を「草地：○○ha、デン

トコーン：○○ha、…」のように作物種別に記載すること。 

注３：「No.」及び「氏名」欄には、別紙３様式１－１号の「３ 事業参加者概要」に記入した内容と同一のものを記入すること。 

 

 



                                                                                                           
 

（２）草地→高収量作物 

通

し 

No. 

 

No. 

 

氏 名 

 

転換面積 

(ha) 

現状における経営

内他ほ場での作付

作物種（品種） 

転換前 転換後  

耐倒伏性の 

確認根拠 

転換前の経営内に 

おける飼料作物 

作付面積（ha） 
草種 

（品種） 

作物種 

（品種） 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計 

 

      

 

注１：「耐倒伏性の確認根拠」の欄には、○○による試験結果等の情報を記入するとともに、根拠の詳細資料を添付すること。 

注２：「転換前の経営内における飼料作物作付面積」欄には、事業参加者ごとに経営内の飼料作物作付面積の現状を「草地：○○ha、デン

トコーン：○○ha、…」のように作物種別に記載すること。 

注３：「No.」及び「氏名」欄には、別紙３様式１－１号の「３ 事業参加者概要」に記入した内容と同一のものを記入すること。 

 

 

  



                                                                                                           
 

５ 初冬季播種（フロストシーディング） 

通

し 

No. 

 

No. 

 

氏 名 

 

転換面積 

(ha) 

転換前 転換後  

播種時期 草種 

（品種） 

草種 

（品種） 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計 

 

    

注：「No.」及び「氏名」欄には、別紙３様式１－１号の「３ 事業参加者概要」に記入した内容と同一のものを記入すること。 

 

  



                                                                                                           
 

６ サブソイラ等による耕盤層の破砕によるほ場の排水性改善 

通

し 

No. 

 

No. 

 

氏 名 

 

転換面積 

(ha) 

転換内容 

（高位安定生産草地、

高収量作物の別） 

 

転換前の 

土壌硬度 

転換前 転換後  

耕盤層破砕

の方法 

 

測定計器等 草種 

（品種） 

草種又は 

作物種 

（品種） 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計（高位生産草地） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計（高収量作物） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計 

 

       

 

注１：「耕盤層破砕の方法」の欄には、サブソイラ等の施工機械の種類等を記入すること。 

注２：「測定計器等」の欄には、土壌測定の方法（山中式硬度計、貫入式硬度計等）を記入すること。 

注３：「No.」及び「氏名」欄には、別紙３様式１－１号の「３ 事業参加者概要」に記入した内容と同一のものを記入すること。  



                                                                                                           
 

７ 麦類同伴播種 

通

し 

No. 

 

No. 

 

氏 名 

 

転換面積 

(ha) 

転換前 転換後 同伴播種する作物  

播種時期 草種 

（品種） 

草種 

（品種） 

種類 播種量 

（kg／ha） 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計 

 

      

 

注：「No.」及び「氏名」欄には、別紙３様式１－１号の「３ 事業参加者概要」に記入した内容と同一のものを記入すること。 

 

  



                                                                                                           
 

８ その他 

（１）取組概要 

（背景：地域における気象リスク） 

 

（草地改良の取組内容） 

 

（効果） 

 

 

（２）各ほ場の取組詳細 

通

し 

No. 

 

No. 

 

氏 名 

 

転換面積 

(ha) 

 転換内容 

（高位生産草地、 

高収量作物の別） 

転換前 転換後  

備考 草種（品種） 草種（品種） 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小計（高位生産草地）      

小計（高収量作物）      

合  計      

注１：「８ その他」に該当する取組が２種類以上ある場合、取組別に（１）（２）を作成すること。 
注２：「No.」及び「氏名」欄には、別紙３様式１－１号の「３ 事業参加者概要」に記入した内容と同一のものを記入すること。 



                                                                                                           
 別紙１－１

印

4

3

2

　【該当がない項目、実行できない項目がある場合等の理由、改善の予定など（記入欄）】

点検者

生産情報の保存
　生産活動の内容が確認できるよう、肥料・農薬の使用状況等の記録を保存する。

新たな知見・情報の収集
　環境との調和を図るため、作物の生産に伴う環境影響などに関する新たな知見と適切な対処に必要な情

報の収集に努める。

点検日　　　　　年　　月　　日

チェック欄

1

エネルギーの節減
　温室効果ガスである二酸化炭素の排出抑制や資源の有効利用等に資するため、ハウスの加温、穀類の乾

燥など施設・機械等の使用や導入に際して、不必要・非効率的なエネルギー消費がないよう努める。

廃棄物の適正な処理・利用
　循環型社会の形成に資するため、作物の生産に伴って発生する使用済みプラスチック等の廃棄物の処理

は、関係法令に基づき適正に行う。また、作物残さ等の有機物についても、利用や適正な処理に努める。

土づくりの励行
　土づくりは、環境と調和のとれた農業生産活動の基盤となる技術である。また、土づくりにおける堆肥等の

有機物の利用は、循環型社会の形成に資する観点からも重要である。このため、堆肥等の有機物の施用など

による土づくりを励行する。

効果的・効率的で適正な防除
　病害虫・雑草が発生しにくい栽培環境づくりに努めるとともに、発生予察情報を活用し、被害が生じると判断

される場合に、必要に応じて農薬や他の防除手段を適切に組み合わせて、効果的・効率的な防除を励行す

る。また、農薬の使用・保管は、関係法令に基づき適正に行う。

適切で効果的・効率的な施肥
　施肥は、作物に栄養を補給するために不可欠であるが、過剰に施用された肥料成分は環境に影響を及ぼ

す。このため、都道府県の施肥基準や土壌診断結果等に則して肥料成分の施用量、施用方法を適切にし、

効果的・効率的な施肥を行う。

環境と調和のとれた農業生産活動規範　点検シート　　（作物の生産）

【点検の方法】

7

5

6

①　毎年度、各項目について、過去１年間の実行状況を点検をします。

②　点検は、農業経営全体の状況について行います。（例えば、作目ごとに点検する必要はありません。）

③　点検は、次ページの「取組（例）」を参考に農業者自らが行い、実行できていると判断する場合には、チェック欄にレ印か

　　○印を付します。

④　該当がない項目や実行できない項目がある場合には、チェック欄には印を付けず、その項目ごとに下欄にその理由、改善

　　の予定などを記入します。

⑤　作成した点検シートと、７の項目で保存した記録は、次回の点検まで保存します。

 

 

別紙３様式２－１号 



                                                                                                           
 

 

エ

ネ

ル

ギ
ー

の

節

減

◎　電力や燃料等を消費する施設・機械・器具等を使用する場合には、次の取組のうち該当するものの実

    行に努める。

　①　機械・器具の適切な点検整備と施設の破損箇所の補修等を行う。

　②　必要以上の加温、保温又は乾燥を行わない等適切な温度管理を行う。

　③　機械の運行日程の調整や作業工程の管理による効率的な機械の運転を行う。

　④　電力消費に際しての不要な照明の消灯を行う。

知

見

・

情

報

の

収

集

◎　次の取組のうち一つ以上の実行に努める。

　①　都道府県（普及指導センター等）、市町村、ＪＡ等が発信する情報誌・パンフレット・チラシ、専門紙

     又は書籍などを通じて、作物の生産に伴う環境負荷の発生やその低減方策に関する知識や情報を

     入手する。

　②　作物の生産に伴う環境負荷の発生やその低減方策に関する知識や技術に関する講演、研修会な

      どに参加する。

生

産

情

報

の

保

存

◎　生産活動の点検・確認を行うための施肥、防除の実施状況等についての記録帳票（ノート、伝票等を

　　含む。）を保存する。

施

肥

◎　都道府県の施肥基準、ＪＡの栽培歴等で示している施肥量、施肥方法等に則した施肥を行う。

◎　地域向けの施肥量等が示されていない場合には、次の取組のうちいずれか一つを実行する。

　①　他の都道府県が示している基準、各種試験研究成果等を目安とした施肥を行う。

　②　土壌診断の実施とその結果を活用した施肥を行う。

　③　残存肥料成分の流出を防止するためのクリーニングクロップの作付け等を行う。

防

除

◎　発生源植物の除去、抵抗性品種の導入、輪作体系の導入、圃場及び圃場周辺の清掃等による病害

　　虫・雑草が発生しにくい栽培環境づくりを行う。

◎　次の取組のうち一つ以上を実行する。

　①　発生予察情報の入手や病害虫発生状況の観察による病害虫の発生状況を把握した上で防除を行

　　　う。

　②　必要に応じて農薬や他の防除手段を適切に組み合わせるなどの効果的・効率的な防除を行う。

◎　農薬取締法に基づく農薬の適正な使用、毒物及び劇物取締法に基づく毒物・劇物の適正な保管、

　　廃棄等を行う。

廃

棄

物

の

処

理

◎　稲わら、麦わら、野菜くず等作物残さの堆肥、飼料、敷料等へのリサイクル又は圃場への還元を励

　　行する。（病害虫のまん延防止のために処分が必要な場合などを除く。）

◎　使用済みプラスチック等の廃棄物が発生する場合には、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づ

　　く廃棄物の適正な処分、保管等を行う。

取組（例）

　前ページの各項目について、具体的な取組例は、次のとおりです。次の取組か、これと同程度の効果がある取組を行った場合に

は、その項目を実行したものと判断し、印を付します。

土

づ

く

り

◎　堆肥の施用、家畜の飼料や敷料などに利用しない稲わら・麦わらのすき込み、緑肥の栽培などによ

　　り土壌に有機物を供給する（原則として１年間に１度）。



                                                                                                           
 別紙１－２

印

1

家畜排せつ物の遵守
　家畜排せつ物の管理の適正化による大気、水等の環境保全や、家畜排せつ物の利用の促進による循環型

社会形成への貢献を通じ、健全な畜産業の発展に資することを目的として、家畜排せつ物の管理の適正化

及び利用の促進に関する法律（家畜排せつ物法）を遵守する。

環境と調和のとれた農業生産活動規範　点検シート　　（家畜の飼養・生産）

【点検の方法】

①　毎年度、各項目について、過去１年間の実行状況を点検をします。

②　点検は、農業経営全体の状況について行います。（例えば、畜種ごとに点検する必要はありません。）

③　点検は、次ページの「取組（例）」を参考に農業者自らが行い、実行できていると判断する場合には、チェック欄にレ印か

　　○印を付します。

④　該当がない項目や実行できない項目がある場合には、チェック欄には印を付けず、その項目ごとに下欄にその理由、改善

　　の予定などを記入します。

⑤　作成した点検シートは、次回の点検まで保存します。

チェック欄

2

悪臭・害虫の発生を防止・低減する取組の励行
　家畜の飼養・生産に伴う悪臭、害虫の発生は、主として畜舎における家畜の飼養過程や家畜排せつ物の

処理・保管過程に起因し、畜産経営への苦情発生要因の中の多くを占めることから、その防止・低減に資す

るため、畜舎からのふん尿の早期搬出や施設内外の清掃など、家畜の飼養・生産に伴う悪臭、害虫の発生を

防止・低減する取組を励行する。

3

家畜排せつ物の利活用の推進
　循環型社会の形成や農業の自然循環機能の促進に資するため、家畜排せつ物の堆肥化、液肥化又はス

ラリー処理等を行い、作物生産等への利用の推進に努める。ただし、作物生産等への利用が困難な場合又

はより適切な処理・利用方法がある場合には、炭化、焼却、汚水浄化、委託処分等の適切な方法による処理

等に努める。また、地域的条件等に応じ可能な場合については、メタン発酵等によるエネルギー利用に努め

る。

6
新たな知見・情報の収集
　環境との調和を図るため、家畜の飼養・生産に伴う環境影響などに関する新たな知見と適切な対処に必要

な情報の収集に努める。

点検者

4

環境関連法令への適切な対応
　循環型社会の形成や大気、水等の環境の保全に資するため、使用済みプラスチック等の廃棄物、臭気及

び排水等の経営体外への排出等に際して、関連する環境法令に応じた処分等に努めるなど適切に対応す

る。

5
エネルギーの節減
　温室効果ガスである二酸化炭素の排出抑制や資源の有効利用等に資するため、畜舎内の照明、温度管

理など施設・機械等の使用や導入に際して、不必要・非効率的なエネルギー消費がないよう努める。

【該当がない項目、実行できない項目がある場合等の理由、改善の予定など（記入欄）】

点検日　　　　　年　　月　　日

 

 

別紙３様式２－２号 



                                                                                                           
 

  

知

見

・

情

報

の

収

集

◎　次の取組のうち一つ以上の実現に努める。

　①　都道府県（普及指導センター等）、市町村、ＪＡ等が発言する情報誌・パンフレット・チラシ、専門紙

　　又は書籍などを通じて、家畜の飼養・生産に伴う環境負荷の発生やその低減方策に関する知識や

　　情報を入手する。

　③　家畜の飼養・生産に伴う環境負荷の発生やその低減方策に関する知識や技術に関する講演、研

　　修会などに参加する。

排

せ

つ

物

の

利

活

用

◎　次の取組のうち一つ以上の実行に努める。

　①　家畜排せつ物の堆肥化、液肥化、スラリー処理又は保管等を行い、土づくりや施肥を行うなど

　　　農業者自らが作物生産や園芸等への利用を行う。

　②　家畜排せつ物の堆肥化、液肥化、スラリー処理又は保管等を行い、作物生産や園芸等への利用

　　　が見込まれる者（他の農業者を含む。）への譲渡（無償・有償を問わない。）等を行う。

　③　上記①や②の取組が困難であったり、地域の実情や条件からみてより適切な処理方法や利用方法がある

　　　場合には、炭化、焼却、汚水浄化、委託処分等による適切な処理等を行う。

　④　地域的条件等に応じ可能な場合については、メタン発酵等によるエネルギー利用を行う。

環

境

法

令

◎　使用済みプラスチック等の廃棄物が発生する場合には、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に従

　　った処分に努めるなど適切に対応する。

◎　臭気や排水等が経営体外へ放出又は排出される場合には、水質汚濁防止法、悪臭防止法等に従っ

　　た措置に努めるなど適切に対応する。

エ

ネ

ル

ギ
ー

の

節

減

◎　電力や燃料等を消費する施設・機械・器具等を使用する場合には、次の取組のうち該当するものの

　　実行に努める。

　①　機械・器具の適切な点検整備と施設の破損箇所の補修等を行う。

　②　必要以上の加温、保温又は乾燥を行わない等適切な温度管理を行う。

　③　機械の運行日程の調整や作業工程の管理による効率的な機械の運転を行う。

　④　電力消費に際しての不要な照明の消灯を行う。

取組（例）

　前ページの各項目について、具体的な取組例は、次のとおりです。次の取組か、これと同程度の効果がある取組を行った場合に

は、その項目を実行したものと判断し、印を付します。

家

畜

排

せ

つ

物

法

◎　家畜排せつ物法に基づく管理基準（家畜排せつ物法施行規則第１条第１項）の適用対象規模

　　（家畜排せつ物法施行規則第１条第２項）に該当する場合、管理基準に適合した家畜排せつ物の

　　管理を行う。

（参考）管理基準（法施行規則第1条第1項）

　ア　構造設備に関する基準

　　ａ　固形状の家畜排せつ物の管理施設については、床をコンクリート等汚水が浸透しない材料（不浸透性材料）

　　　で築造し、適当な覆い及び側壁を設ける。

　　ｂ　液状の家畜排せつ物の管理施設については、不浸透性材料で築造した貯留槽とする。

　イ　管理方法に関する基準

　　ａ　家畜排せつ物は管理施設において管理する。

　　ｂ　管理施設の定期的な点検を行う。

　　ｃ　管理施設の床、覆い、側壁又は槽に破損があるときは、遅滞なく修繕を行う。

　　ｄ　送風装置等を設置している場合には、当該装置の維持管理を適切に行う。

　　ｅ　家畜排せつ物の年間の発生量、処理の方法及び処理の方法別の数量について記録する。

悪

臭

･

害

虫

の

発

生

◎　家畜排せつ物の処理・保管用施設を有する場合には、処理容量に応じた施設の稼働や施設内外の清掃

　　等に努める。

◎　畜舎等におけるふん尿の早期搬出や清掃等に努める。



                                                                                                           
 

別紙３様式３―１号 

 

事業参加者の配合飼料価格安定制度継続加入等確認表 

 

【記入等要領】 

１）該当する□欄にチェック（✓）を記入して下さい（いずれか１つ）。 

 ２）  には草地生産性向上対策の参加年度（例：31年度）、  には参加年度の前年度（例：30年

度）を記入して下さい。 

３）指定された項目（次ページの①～④）を記入して下さい。 

４）指定された契約書の写しや理由書を添付して下さい。 

 

 

住所：                            

 

氏名又は法人名：                    印  

 

□ １ 私は、平成  年度（西暦  年度）の配合飼料価格安定制度に加入しています。 

 

→ 次ページの①～④を記入して下さい。 

また、「配合飼料価格安定対策事業実施要綱（昭和５０年２月１３日付け農林事務次官依命通

知）」に定める「配合飼料価格安定基金」が定める業務方法書に基づく、配合飼料の価格差補

てんに関する平成  年度（西暦  年度）の数量契約書の写しを添付して下さい。 

 

 

□ ２ 私は、平成  年度（西暦  年度）及び  年度のいずれも、配合飼料価格安定制度に加入 
□  していません。 

 

→ 次ページの③、④を記入して下さい。 

 

 

□ ３ 私は、今後、配合飼料の価格差補てんに関する平成  年度（西暦  年度）の数量契約の締 
□  結を行う意思があり、同契約書の写しを後日提出します。 

 

→ 次ページの①～④を記入して下さい。 

 

 

□ ４ 私は、平成  年度（西暦  年度）の配合飼料価格安定制度に加入していましたが、別添の 
□  理由により、配合飼料の価格差補てんに関する平成  年度（西暦  年度）の数量契約を締結

していません。 

 

→ 次ページの①～④を記入して下さい。 

 また、平成  年度（西暦  年度）に配合飼料価格安定制度への加入を止めた理由（自給飼

料への転換など）を記載した理由書（様式任意）を添付して下さい。 



                                                                                                           
 

①配合飼料価格安定基金の契約書名等 

 

（個人経営者の場合） 

 ・住 所：                                

 

・氏 名：              印 

 

（法人経営者の場合） 

 ・所在地：                                

 

・法人名：              印 

 

・代表者名：             印 

 

注１：表面に記入された本事業参加者と同じ場合は、記入は不要です。 

   ２：配合飼料価格安定基金における契約書上の住所、氏名等を記入して下さい。 

 

②配合飼料価格安定基金の加入状況 

                         〔平成（西暦）  年度〕〔平成（西暦） 年度〕 

 （一社）全国配合飼料供給安定基金（全農基金） 

（一社)全国畜産配合飼料供給安定基金（畜産基金） 

（一社)全日本配合飼料価格・畜産安定基金（商系基金） 

  注：該当欄に○を記入して下さい。 

 

③経営類型 

 

酪農経営 

 

肉用牛経営 養豚経営 

 

採卵鶏 

 

肉用鶏 

 

その他 

 繁殖 育成 肥育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  注：該当欄に○を記入して下さい。 

 

④配合飼料の購入先 

 

           農業協同組合         支所 

          飼料販売代理店        支店 

          飼料株式会社        支店 

  その他：                     

 
注：主たる購入先を記入して下さい。  



                                                                                                           
 

別紙３様式３－２号 

事業参加者の配合飼料価格安定制度加入状況等一覧表 

 

事業実施主体名：                

 

 

 

 

事業参加要件の該当区分※注１ 

（いずれかに○を記入すること） 

左記に対応する記入項目 

 

 

 

事業名 

 

氏 名 

（法人名） 

１ 

 

２ 

 

３ 

 

４ 

 

①契約者名・住所 

 

②加入状況※注３ 

 

③経営類型 

 

④配合飼料の

購入先 

 

備 考 

      ※注２ 基金名 ※注４ ※注５  

 

 

 

 

①～④

を記入 

③、④

を記入 

①～④

を記入 

①～③

を記入 

（個人又は法人） 

 

  年度 

 

   年度 

 

 

 

 

 

 

 

            

            

            

            

            

            

            

※注１：該当区分の１～４については、別紙１の１～４と同じ。 

※注２：配合飼料価格安定基金における契約書上の氏名や住所等を記入して下さい。 

※注３：全農基金（一般社団法人全国配合飼料供給安定基金）、畜産基金（一般社団法人畜産配合飼料供給安定基金）、商系基金（一般社団法人全日本配

合飼料価格・畜産安定基金）の区分を記入して下さい。 

また、  には草地生産性向上対策の参加年度（例：31 年度）、  には同事業の参加前年度（例：30年度）を記入して下さい。 

※注４：ア酪農経営、イ肉用牛経営・繁殖、ウ肉用牛経営・育成、エ肉用牛経営・肥育、オ養豚経営、カ採卵鶏、キ肉用鶏、クその他を記入して下さい。 

※注５：記入例） ○△農業協同組合、○△飼料販売代理店、○△飼料株式会社等  



                                                                                                           
 

 

別紙３様式４－１号 

 

平成○○年度（西暦○○年度） 草地生産性向上対策事業費集計表（実績） 

 

地区名  

 

１ リスク分散型草地改良の取組のための分析 

No 

 

氏名 

 

 

事 業 費（円） 補助金 

 

 
土壌 

分析 

飼料 

分析 

堆肥 

分析 

概況 

調査 

土壌硬度

測定 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  合 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

２ リスク分散型草地改良の取組 

 （１）高位生産草地への転換 

No 

 

 

 

 

氏名 

 

 

 

 

面積 

  ha 

 

 

 

事 業 費（円）  

事業費 

 

 

 

前  年 

事業費 

 

 

 

 

補助金 

 

 

 

前  年 

補助金 

 

 

 

<参考> 

ha当上限 

 

 

 

施 

工 

費 

 

種 

子 

費 

 

肥 

料 

費 

 

土 

改 

材 

費 

そ 

の 

他 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（２）高収量作物への転換 

No 

 

 

 

 

氏名 

 

 

 

 

面積 

  ha 

 

 

 

事 業 費（円）  

事業費 

 

 

 

前  年 

事業費 

 

 

 

 

補助金 

 

 

 

前  年 

補助金 

 

 

 

<参考> 

ha当上限 

 

 

 

施 

工 

費 

 

種 

子 

費 

 

肥 

料 

費 

 

土 

改 

材 

費 

そ 

の 

他 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



                                                                                                           
 

 

３ 技術普及 

事 業 費（円） 補助金 

ほ場展示 

器具 

会議・ 

研修会 

普及資料 

作成 

その他 計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



                                                                                                           
 

 
別紙３様式４－２号  

 

平成○○年度（西暦○○年度）草地生産性向上対策事業費 出来高設計書 

 

 

地区名         農家番号  参加者氏名  

 

 

 

種 

類 

No.    目的  

 

No  目的  

 

ほ場番号       

  １ 完全更新 施工面積     ha  

 

 

２ 簡易更新  

 ３ 高収量作物(    ) 

                          ※高収量作物は作物名を記載する。 

 

１ 調査分析費 

 区 分  分 析 内 容 単 価 数量(点) 計 

 

 転換前 

 

 

 

 

 土壌分析    

 飼料分析    

 堆肥分析    

 概況調査    

 土壌硬度測定    

 小  計    

  

 転換後 

 

 

 

 土壌分析    

 飼料分析    

 概況調査    

 土壌硬度測定    

 小  計    

  

  計 

 

 

 

 

 土壌分析    

 飼料分析    

 堆肥分析    

 概況調査    

 土壌硬度測定    

 合  計    

 

 

２ 転換施工費 

施工区分 

 

使用作業機械名 

 

施工面積 

     (ha) 

単価 

(円/ha) 

施工費 

    (円) 

消費税 

  (円) 

委託費(円) 

(消費税込) 

       

       

       

       

        合   計    

   施工区分：除草剤散布、施肥、播種、鎮圧作業等を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 



                                                                                                           
 

 

 

３ 資材費 

区 

分 

資材区分 

 

名 称 

 

単位 

(ha･L/袋) 

投入量 

(袋･kg･L) 

投入量 

   /ha 

単価 

(円/袋･kg) 

資材費内訳 

      (円) 

資材費計 

   (円) 

種 

子 

 

   

 

     

       

 小   計     

肥 

料 

 

     

 

   

       

 小   計  

土 

改 

材 

     

 

   

       

 小    計  

そ 

の 

他 

     

 

   

       

 小   計  

      合     計  

    

   

４ 転換事業費計 

区  分 事業費(円) 

転換施工費 計  

 資材費  計  

 

 

 

 

 種子費 計  

 肥料費 計  

 土改材費計  

 その他 計  

  合    計  

 

 

５ その他添付する資料 

  ・土壌診断書、施肥設計書（交付申請以降に変更があった場合のみ添付する） 

（・土壌硬度測定を行った場合は、土壌硬度測定に係る書類） 

 



                                                                                                           
 

別紙３様式４－３号 

 

  支出証憑書類一覧表 

 

費 目 

 

内 容 

 

数量 

 

単価 

 

金額 

 

債権者名 

    

納品 

月日  

請求 

月日  

支払 

月日  

         

         

         
 （注１）各事業費の根拠となる支払経費ごとの内訳を記載すること、又は帳簿の写しを添付すること。 
 （注２）書類提出の時点で未払の場合、予定月を記入すること。 

 

  



                                                                                                           
 

別紙３様式５号 

番   号   

年 月 日   

 

 生産局長  殿 

 

 

                               ○○農政局長          印        

                北海道にあっては北海道農政事務所長  

                 沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長   

 

    平成○○年度（西暦○○年度）畜産生産力・生産体制強化対策事業（草地生産性向

上対策のうちリスク分散型草地改良推進）リスク分散型草地改良計画の承認報告書

について 

 

 下記の地区を畜産生産力・生産体制強化対策事業（草地生産性向上対策のうちリスク分散

型草地改良推進）のリスク分散型草地改良計画地区として承認したので、畜産生産力・生産

体制強化対策事業実施要領別紙３第６の３の（１）の規定に基づき報告します。 

  

  （注）関係書類の別紙３様式６－１号から６－４号までを添付すること 

 

 

  



                                                                                                           
 

別紙３様式６－１号 リスク分散型草地改良計画の概要 

 

（１）全体概要 

 

地  区 

 

 

地区 

《     》 

 

総転換面積 

 

 

ha 

《      》 

 

総 事 業 費 

 

 

 

円 

《     》 

 

 

うち補助金 

 

 

 

円 

《      》 

 

 

（２）地区の概要 

 

No.  地区名 

 

 

事業実施主

体名 

 

都道 

府県 

 

転換面積 

(ha) 

 

事業費 

(円) 

 

補助金 

(円) 

 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《   》 

 

 

《   》 

 

 

《   》 

 

2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《   》 

 

 

《   》 

 

 

《   》 

 

 

… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地

区

数 

 

 

 

合 計 

 

 

 

 

(団体数) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《   》 

 

 

 

 

《   》 

 

 

 

 

《   》 

 

 



                                                                                                           
 

別紙３様式６－２号 調査分析・技術普及 

 

   １ 調査分析の概要                      （単位：円） 

 

区 分 

 

 

事 業 費 

 

負 担 区 分 

国 費 そ の 他 

土壌分析 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

飼料分析 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

堆肥分析 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

土壌硬度測定 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

概況調査 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

合 計 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

 

 

   ２ 技術普及の概要                      （単位：円） 

 

区 分 

 

 

事 業 費 

 

負 担 区 分 

国 費 そ の 他 

ほ場展示器具 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

会議・研修会 
 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

普及資料作成 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

その他 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

合  計 

 

 

《     》 

 

《     》 

 

《     》 

 

 

 

  



                                                                                                           
 

別紙３様式６－３号 リスク分散型草地改良内容 

 

１ 高位生産草地・高収量作物別の概要 

 

区  分 

 

 

面 積 

(ha) 

 

事業費 

(円) 

負担区分(円) 

 

国 費 

 

その他 

 

① 高位生産草地 

 

 

 

《     》 

 

 

《     》 

 

 

《     》 

 

 

《     》 

 

② 高収量作物 

 

 

 

《     》 

 

 

《     》 

 

 

《     》 

 

 

《     》 

 

合 計 

 

 

 

《     》 

 

 

《     》 

 

 

《     》 

 

 

《     》 

 

２ リスク分散の取組別概要 

（１）草地→高位生産草地 

リスク分散の取組内容 転換面積（ha） 事業費（円） 補助金（円） 

   

《     》 

 

《     》 

   

《     》 

 

《     》 

   

《     》 

 

《     》 

   

《     》 

 

《     》 

 

（２）草地→高収量作物 

リスク分散の取組内容 転換面積（ha） 事業費（円） 補助金（円） 

   

《     》 

 

《     》 

   

《     》 

 

《     》 

   

《     》 

 

《     》 

   

《     》 

 

《     》 

注：「リスク分散の取組内容」の欄には、第２の１の取組内容に基づき、①収穫適期の異なる草種（品

種）導入、②多回刈り草種への転換、③耐倒伏性品種、④フロストシーディング、⑤耕盤層破砕、⑥

麦類同伴播種、⑦その他の別を記入し、その他については具体的な取組内容を記入すること。  



                                                                                                           
 

別紙３様式６－４号 その他 

 

その他留意事項 

 

 

（注）第６の３の（２）に基づく、前事業から必要な年数が経過していないにも

かかわらず、本事業の実施が必要な場合は、その理由を記述すること。 

 

 

 
  



                                                                                                           
 

別紙３様式７－１号  

 

平成○○年度（西暦○○年度）草地生産性向上対策事業の事業実施状況報告書（概要） 

 

１ 事業実施主体の概要 

 

地 区 名 

 

 

 

事業実施主体 

名称 

 

 

 

 

 

住  所 

 

〒 

TEL（  ）  －       FAX（  ）  －     

 

申 請 者 

（代表者名） 

 

 

 

 

事業参加者数 

 

 

 

〔       〕戸 

〈       〉 

 

 

総転換面積 

 

 

 

〔       〕 ha 

〈       〉 

 

 

総 事 業 費 

 

 

 

 

〔       〕円 

〈       〉 

 

 

 

うち補助金 

 

 

 

 

〔       〕 円 

〈       〉 

 

 

注１：１年で事業を実施した場合、〔 〕内は実績を記載し、〈 〉内は空欄とすること（以下同じ）。 

注２：２年で事業を実施した場合、〔 〕内は事業実施１年度の実績を記載し、〈 〉内は事業実施２年度の

実績を記載すること（以下同じ）。 

注３：２年で事業を実施した場合、〔 〕及び〈 〉の下段に実施１年度及び実施２年度の合計を記載するこ

と。ただし、事業参加者数及び総転換面積については、実施２年間の合計ではなく実戸数及び実面積を記

載すること（以下同じ）。 

 

  



                                                                                                           
 

 ２ 事業参加者概要 

 

No. 

 

 

 

氏 名 

 

 

 

営農 

形態 

 

 

転換面積 

(ha) 

 

 

事業費 

(円) 

 

 

補助金 

(円) 

 

調査分析 リスク分散型草地改良 

数量 

(点) 

事業費 

(円) 

補助金 

(円) 

転換 

内容 

混入 

割合 

(％) 

事業費 

(円) 

補助金 

(円) 

補助単価 

(円/ha) 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

〔  〕 

〈   〉 

 

〔 〕 

〈  〉 

 

〔 〕 

〈 〉 

 

〔 〕 

〈  〉 

 

〔 〕 

〈  〉 

 

 

 

 

 

〔 〕 

〈  〉 

 

〔 〕 

〈  〉 

 

〔  〕 

〈   〉 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

〔  〕 

〈   〉 

 

〔 〕 

〈  〉 

 

〔 〕 

〈 〉 

 

〔 〕 

〈  〉 

 

〔 〕 

〈  〉 

 

 

 

 

 

〔 〕 

〈  〉 

 

〔 〕 

〈  〉 

 

〔  〕 

〈   〉 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

〔  〕 

〈   〉 

 

〔 〕 

〈  〉 

 

〔 〕 

〈 〉 

 

〔 〕 

〈  〉 

 

〔 〕 

〈  〉 

 

 

 

 

 

〔 〕 

〈  〉 

 

〔 〕 

〈  〉 

 

〔  〕 

〈   〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：「No.」及び「氏名」欄において、事業参加者が複数のほ場で転換を行う場合は、ほ場ごとに枝番号で記載すること。また、別紙３様式７－２号の１の「No.」

及び「氏名」欄には、この事業参加者概要に記入した内容と同一のものを記入すること。 

注２：「営農形態」欄には、構成員の営農形態について、酪農・肉用牛（繁殖・肥育）・複合・その他の別を記入すること。 

注３：「調査分析」の「数量」欄には、土壌分析、飼料分析、堆肥分析、土壌硬度測定、概況調査の合計点数を記入すること。 

注４：「リスク分散型草地改良」の「転換内容」欄には、生産性の低い草地を生産性の高い草地へ転換する場合は高位生産草地、高収量作物へ転換する場合は高

収量作物と記入すること。 

注５：「リスク分散型草地改良」の「混入割合」欄には、転換予定ほ場の面積に対する裸地化、強害雑草の混入又は病害虫の発生の部分の合計面積割合を記入す

ること。 

注６：「リスク分散型草地改良」のうち、「補助金単価」について上限金額の例外を適用する場合は、事業参加者ごとにその理由書（自然災害による土壌流出な

どやむを得ない理由が分かる写真等を含む）を添付すること。 



                                                                                                           
 

３ 技術普及 

区 分 

 

主な取組内容 

 

事 業 費 

（円） 

負 担 区 分（円） 

補 助 金 そ の 他 

ほ場展示器具 
 

 

〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

会議・研修会  

 

〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

普及資料作成 
 

 

〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

その他 
 

 

〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

合  計 

 
〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

注：以下の技術普及の取組のうち、アの取組を行う場合は「ほ場展示器具」欄に、イの取組を行う場合

は「会議・研修会」欄に、ウ・エのいずれかの取組を行う場合は「普及資料作成」欄に、その他の

取組を行う場合は「その他」欄にそれぞれ内容や費用を記入すること。 

ア：看板設置によるほ場展示 

イ：事例発表や意見交換のための会議や飼料生産組織等への現地研修会等の開催 

ウ：取組事例等を掲載したパンフレット・マニュアル等の配布 

エ：ホームページや機関紙等への掲載による取組事例等の周知 

 



                                                                                                           
 

 

別紙３様式７－２号  

 

平成○○年度（西暦○○年度）草地生産性向上対策事業の事業実施状況報告書（リスク分散型草地改良の取組結果） 

 

１ 転換前後の草地等の概要  

通  

し  

No. 

 

No. 

 

 

氏名 

 

 

転換面積 

 

 

転換内容 

（施工法） 

 

リスク分散

の取組内容 

転換前 転換後 単収 

増加 

率 

単収 

(kg/10a) 

裸地化等面積の割合（％） 土壌硬度 単収 

(kg/10a) 

裸地化等面積の割合（％） 土壌硬度 

裸地 

化 

強害 

雑草 

病害 

虫他 

合計 裸地 

化 

強害 

雑草 

病害 

虫他 

合計 

 

１  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：「No.」及び「氏名」欄には、別紙３様式７－１号の「２ 事業参加者概要」に記入した内容と同一のものを記入すること。 

注２：「転換内容」欄には、生産性の低い草地を生産性の高い草地へ転換する場合は高位生産草地、高収量作物へ転換する場合は高収量作物と記入するとともに、

採用する施工法について完全更新法、簡易更新法、不耕起播種法等の別をカッコ書きで併記すること。 
注３：「リスク分散の取組内容」の欄には、第２の１の取組内容に基づき、①収穫適期の異なる草種（品種）導入、②多回刈り草種への転換、③耐倒伏性品種、④

フロストシーディング、⑤耕盤層破砕、⑥麦類同伴播種、⑦その他の別を記入すること。 

注４：耕盤層破砕の取組を実施したほ場については、「土壌硬度」欄に測定値等を記入すること。 

 

 



                                                                                                           
 

２ リスク分散の取組内容別の事業実施効果 

（１）草地→高位生産草地 

リスク分散の 

取組内容 

転換面積 

（ha） 

事業費 

（円） 

補助金 

（円） 

気象の状況 リスク分散の効果 

  〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

  

  〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

  

  〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

  

  〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

  

 

（２）草地→高収量作物 

リスク分散の 

取組内容 

転換面積 

（ha） 

事業費 

（円） 

補助金 

（円） 

気象の状況 リスク分散の効果 

  〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

  

  〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

  

  〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

  

  〔    〕 

〈     〉 

〔    〕 

〈     〉 

  

注１：「リスク分散の取組内容」の欄には、第２の１の取組内容に基づき、①収穫適期の異なる草種（品種）導入、②多回刈り草種への転換、③耐倒伏性品

種、④フロストシーディング、⑤耕盤層破砕、⑥麦類同伴播種、⑦その他の別を記入し、その他については具体的な取組内容を記入すること。 

注２：「気象の状況」の欄には、台風、豪雨等の飼料生産の阻害要因となる気象の有無等について状況を記入すること。 

 

３ 添付資料  

  （１）転換前のほ場と転換後のほ場の状態が比較・確認できる写真を添付すること。 

  （２）土壌分析、飼料分析又は堆肥分析を行った場合は、分析結果の写しを添付すること。 



                                                                                                           
 

別紙３様式８号 

番   号   

年 月 日   

 

 ○○農政局長  殿 

    北海道にあっては北海道農政事務所長 

    沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

   

                       住     所 

                       事業実施主体名 

                       代表者氏名   印 

 

 

   平成○○年度（西暦○○年度）畜産生産力・生産体制強化対策事業（草地

生産性向上対策のうちリスク分散型草地改良推進）の補助金交付決定前着

手について 

 

 リスク分散型草地改良計画に基づく別添事業について、下記条件を了承の上、

補助金交付決定前に着手いたしたいのでお届けします。 

 

記 

 

１ 補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実施し

た事業に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担すること。 

２ 補助金交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達し

ない場合においても、異議がないこと。 

３ 当該事業については、着手から補助金交付決定を受ける期間においては、計

画変更は行わないこと。 

 

 別  添 

 

 

事業量 

(ha) 

 

総事業費 

(円) 

 

補助金 

(円) 

 

着手予定 

年 月 日 

 

竣工予定 

年 月 日 

 

理  由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                                                                                           
 

別紙３様式９号 

 

事 業 成 果 報 告 書 

 

 地区名：           

 

１．事業実施状況 

 

区分 

 

 

面積 

(ha) 

 

事業費 

(円) 

負担区分  

備考 

 

補助金 

(円) 

その他 

(円) 

高位生産草地      

高収量作物      

合計      

 

２．成果目標の実績 

（１）転換対象草地における単位面積当たりの収量 

転換前 

（kg/10a） 

 

（○年度） 

 

 

 草地 高収量作物 

 

転換後 

（kg/10a） 

 

 

目標 

 

（○年度まで） 

  

 

実績 

 

（○年度） 

 

 

 

 

 

増加率 

（％） 

 

 

目標 

 

（○年度まで） 

 

 

 

 

 

実績 

 

（○年度） 

 

 

 

 

注：目標年度は事業完了年度から３年以内とする。 

 

（２）取組状況 

 

 

 

 

 

 

注：リスク分散型草地改良の具体的内容（収穫適期の拡大、フロストシー

ディング施工等）について記載。  



                                                                                                           
 

３ 気象状況とリスク分散の取組の効果等 

 

 

 

 

 

 

 

注：転換実施翌年以降の気象状況と、リスク分散の取組による効果を記載

（○○○の取組により、台風等による減収を抑制 等）。 

注：大学教授等による助言を得た場合、その内容を記載。 

 

 

４ 事業実施後の課題、改善方策等 

 

 

 

 

 

 

 

注：成果目標の達成や事業実施の上で課題となった点、改善方策等を記

載。 

 



                                                                                                           
 

別 添（第２の４関係） 

草地生産性向上対策のうちリスク分散型草地改良推進 

調査分析実施方法 

 

 実施要綱第２の３の（１）の①に定める調査分析の方法及び実施要領別記様式１号、同別記様式

３号に添付する様式の記載については、実施要領のほか、この分析実施方法に定めるところによる

ものとする。 

 

第１ 調査・分析の対象（必須・選択） 

   転換前後における草地等の概況調査、土壌、飼料、堆肥の分析及び土壌硬度測定は、次表の

とおり行うことができるものとする。 

 

区  分 

 

転換前 

の草地等 

転換後 

の草地等 

概 況 調 査  必 須 必 須 

土 壌 分 析  必 須 選 択 

飼 料 分 析  選 択 選 択 

堆 肥 分 析  

 

事業で堆肥を用いる場

合は必須 

－ 

 

土 壌 硬 度 測 定 ※ ※ 

      ※：耕盤層の破砕の取組を行う場合は必須 

 

第２ 調査地点及び調査・分析点数 

 １ 調査地点 

調査地点は、転換する草地の中から選定するものとする。 

 ２ 調査・分析点数 

（１）概況調査 

草地の概況調査は、転換前後において、すべての事業参加者で実施するものとする。 

（２）土壌分析 

土壌分析については、転換前は、すべての事業参加者で実施するが、転換後は、原則とし

て１地区で３点までとする。 

ただし、地区数、事業参加者数及び立地条件（標高、地形条件、土壌条件、牧草の生産性

等）に応じて、調査地点数を適宜増加できるものとする。 

（３）飼料分析 

飼料分析は、転換前後において、原則として１地区で３点までとする。 

ただし、地区数、事業参加者数及び立地条件（標高、地形条件、土壌条件、牧草の生産性等）



                                                                                                           
 

に応じて、調査地点数を適宜増加できるものとする。 

（４）土壌硬度測定 

土壌硬度測定は、サブソイラ等による耕盤層の破砕を行う場合は、転換前後において実施

するものとする。 

 

第３ 調査方法 

 １ 概況調査 

（１）単収 

転換前の単収（年間）は、生草収量の坪刈り（３カ所以上、その地域の収穫期に行う）等に

よる調査のほか、単位面積当たりのロールベールの個数、バンカーサイロの本数等から算定

するものとする。 

 また、転換後の単収（年間）は、転換前と同様の方法で算定すること。 

（２）裸地化・強害雑草混入等の面積の割合 

裸地化・強害雑草混入等の面積の割合は、裸地割合（地表が露出している面積の割合）、

雑草割合（強害雑草の冠部被度）及び病害虫割合（病害虫等により再生不良が見込まれる面

積の割合）をパーセンテージで記入するものとする。 

なお、強害雑草とは、有毒、家畜の嗜好性が極端に低い、繁殖が旺盛で駆除が困難等によ

り、飼料作物の収量及び品質に悪影響を及ぼす植物のことであり、ギシギシ類、アザミ類、

ブタナ、タンポポ、オオバコ類、シバムギ、ハルガヤ、ワラビ、チカラシバ、ワルナスビ、

イチビ等が該当する。 

２ 土壌・飼料・堆肥の分析 

（１）共通事項 

 対象とする草地や堆肥の代表的なデータが得られるよう、分析に用いるサンプル数及び採

取地点等について十分留意すること。 

また、サンプルの採取方法等については、それぞれの分析に応じた適切な方法とすること。 

（２）土壌分析 

 ア 分析時期 

分析については、経時変化の少ない分析結果に基づき、適切な土壌改良が実施されるよ

う、転換前後１年以内に実施することとする。 

イ 分析項目 

分析項目は、通常、pH、リン酸吸収係数、有効態リン酸であるが、必要に応じ、適宜追

加できるものとする。 

３ 土壌硬度測定 

測定方法は、山中式硬度計、貫入式硬度計等により実施するものとし、転換前後で同様の方

法により実施するものとする。 
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